
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 133,262,332   固定負債 46,964,237

    有形固定資産 126,174,497     地方債等 33,287,953

      事業用資産 36,402,768     長期未払金 -

        土地 16,106,429     退職手当引当金 3,749,210

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 685,928     その他 9,927,073

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,242,308

        建物 47,022,207     １年内償還予定地方債等 3,737,791

        建物減価償却累計額 -29,920,015     未払金 132,839

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 2,628,133     前受金 127

        工作物減価償却累計額 -1,100,193     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 295,731

        船舶 -     預り金 36,473

        船舶減価償却累計額 -     その他 39,347

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 51,206,545

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 136,239,569

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -45,310,305

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 9,256

        その他減価償却累計額 -4,998

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 976,021

      インフラ資産 88,997,633

        土地 5,141,985

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,923,386

        建物減価償却累計額 -2,289,485

        建物減損損失累計額 -

        工作物 221,278,481

        工作物減価償却累計額 -139,071,467

        工作物減損損失累計額 -

        その他 2,816,211

        その他減価償却累計額 -2,090,828

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 289,350

      物品 4,034,952

      物品減価償却累計額 -3,260,857

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,753,318

      ソフトウェア -

      その他 2,753,318

    投資その他の資産 4,334,517

      投資及び出資金 246,588

        有価証券 81,282

        出資金 165,305

        その他 -

      長期延滞債権 237,730

      長期貸付金 215,851

      基金 3,724,987

        減債基金 -

        その他 3,724,987

      その他 -

      徴収不能引当金 -62,568

  流動資産 8,873,477

    現金預金 5,624,229

    未収金 271,007

    短期貸付金 8,921

    基金 2,968,316

      財政調整基金 2,911,518

      減債基金 56,798

    棚卸資産 32,272

    その他 -

    徴収不能引当金 -31,268

  繰延資産 - 純資産合計 90,929,264

資産合計 142,135,809 負債及び純資産合計 142,135,809

全体会計貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

全体会計行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

  経常費用 38,908,873

    業務費用 17,731,103

      人件費 5,050,318

        職員給与費 3,448,028

        賞与等引当金繰入額 291,757

        退職手当引当金繰入額 279,346

        その他 1,031,188

      物件費等 11,933,782

        物件費 5,078,831

        維持補修費 904,582

        減価償却費 5,873,087

        その他 77,283

      その他の業務費用 747,003

        支払利息 378,475

        徴収不能引当金繰入額 13,730

        その他 354,797

    移転費用 21,177,770

      補助金等 9,288,844

      社会保障給付 11,851,400

      その他 37,527

  経常収益 3,865,084

    使用料及び手数料 2,177,254

    その他 1,687,830

純経常行政コスト 35,043,789

  臨時損失 1,221,400

    災害復旧事業費 1,133,398

    資産除売却損 11,098

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 48,835

  臨時利益 19,122

    資産売却益 19,062

    その他 60

純行政コスト 36,246,067



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 91,674,433 136,871,707 -45,197,273 -

  純行政コスト（△） -36,246,067 -36,246,067 -

  財源 34,583,478 34,583,478 -

    税収等 16,998,025 16,998,025 -

    国県等補助金 17,585,453 17,585,453 -

  本年度差額 -1,662,590 -1,662,590 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,549,557 1,549,557

    有形固定資産等の増加 5,587,321 -5,587,321

    有形固定資産等の減少 -6,801,638 6,801,638

    貸付金・基金等の増加 2,822,622 -2,822,622

    貸付金・基金等の減少 -3,157,862 3,157,862

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 917,420 917,420

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -745,170 -632,137 -113,032 -

本年度末純資産残高 90,929,264 136,239,569 -45,310,305 -

全体会計純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

全体会計資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 32,835,986

    業務費用支出 11,658,216

      人件費支出 4,947,092

      物件費等支出 5,976,140

      支払利息支出 378,475

      その他の支出 356,509

    移転費用支出 21,177,770

      補助金等支出 9,288,844

      社会保障給付支出 11,851,400

      その他の支出 37,527

  業務収入 37,118,619

    税収等収入 17,055,233

    国県等補助金収入 16,748,004

    使用料及び手数料収入 2,161,766

    その他の収入 1,153,617

  臨時支出 1,182,232

    災害復旧事業費支出 1,133,398

    その他の支出 48,835

  臨時収入 -

業務活動収支 3,100,401

【投資活動収支】

  投資活動支出 7,003,052

    公共施設等整備費支出 4,624,691

    基金積立金支出 1,248,580

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 1,129,781

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,544,436

    国県等補助金収入 837,450

    基金取崩収入 1,506,648

    貸付金元金回収収入 1,140,060

    資産売却収入 44,487

    その他の収入 15,791

投資活動収支 -3,458,616

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,708,780

    地方債等償還支出 3,644,952

    その他の支出 63,828

  財務活動収入 4,839,900

    地方債等発行収入 4,839,900

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 25,289

本年度歳計外現金増減額 11,184

本年度末歳計外現金残高 36,473

本年度末現金預金残高 5,624,229

財務活動収支 1,131,120

本年度資金収支額 772,905

前年度末資金残高 4,814,851

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,587,756



須坂市 全体財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ···················································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの ································ 再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ··································· 取得原価 

取得原価が不明なもの ········································· 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

 

② 無形固定資産 ···················································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 取得原価が判明しているもの ··································· 取得原価 

イ 取得原価が不明なもの ········································· 再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 

ア 市場価格のあるもの ··········································· 該当なし 

イ 市場価格のないもの ··········································· 取得原価 

 

② 満期保有目的以外の有価証券 ······································ 該当なし 

 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの ··········································· 該当なし 

イ 市場価格のないもの ··········································· 出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品  先入先出法による原価法 

② 販売用土地 個別法による低価法 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ··························· 定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 ８年～50年 

工作物 ５年～75年 

物 品 ２年～15年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） ··························· 定額法 



 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 ·········· 該当なし 

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質

価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上します。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額

を計上しています。ただし、一部の会計については、個別に回収可能性を検討し、徴収不能見

込額を計上しています。 

長期貸付金については、個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

期末に全職員が自己都合により退職した場合に必要となる支給額を計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

ただし、重要性の乏しいもの（リース期間が１年以内のものやリース契約１件あたりのリー

ス料総額が 300 万円以下のものなど）については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計

処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物をいいます。 



なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

みます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の会計については、税抜方

式によっています。 

 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じます。（該当なし） 

 

③ 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、法人税法基本通達第 7 章第 8 節によっていま

す。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

⑴ 会計方針の変更 

変更はありません。 

 

⑵ 表示方法の変更 

変更はありません。 

 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

変更はありません。 

 

３ 追加情報 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

水道事業会計 

下水道事業会計 

宅地造成事業会計 

 

② 連結の方法 

すべて全部連結の対象としています。 

 



③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整

理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整していま

す。 

 

④ 表示単位未満の金額は四捨五入していますが、これにより合計金額が一致しない場合があり

ます。 

 

⑤ 全体財務書類作成においては、連結する各会計の決算書等を公会計の財務書類に読み替えて

作成しているため、会計処理の手法等はそれぞれの会計の手法により異なります。 

 



①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

63,291,422 5,028,269 891,719 67,427,972 31,025,205 1,091,041 36,402,767

15,439,563 705,202 38,336 16,106,429 0 0 16,106,429

685,928 0 0 685,928 0 0 685,928

44,233,830 2,846,630 58,253 47,022,207 29,920,015 937,266 17,102,192

1,860,038 768,095 0 2,628,133 1,100,193 152,942 1,527,940

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

9,256 0 0 9,256 4,998 833 4,258

1,062,809 708,342 795,130 976,021 0 0 976,021

231,665,599 906,166 122,352 232,449,413 143,451,778 4,494,582 88,997,635

5,058,459 101,005 17,480 5,141,984 0 0 5,141,984

2,923,386 0 0 2,923,386 2,289,484 42,159 633,902

220,636,812 663,512 21,843 221,278,481 139,071,468 4,382,089 82,207,013

2,767,443 60,826 12,058 2,816,211 2,090,827 70,334 725,384

279,498 80,823 70,971 289,350 0 0 289,350

3,748,103 293,819 6,971 4,034,951 3,260,856 166,994 774,095

298,705,124 6,228,254 1,021,042 303,912,336 177,737,839 5,752,616 126,174,497

※単位未満四捨五入のため、合計額が一致しない場合があります。

　　船舶

【様式第５号】

全体 附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分

 事業用資産

　  土地

　　立木竹

　　建物

　　工作物

合計

　　浮標等

　　航空機

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物


